
第３章

施策を知りたい
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産業 － 需要に応じた米生産 －

令和７(2025)年産米の作付状況

令和８(2026)年産米等の作付意向(令和８年６月末時点)

注１：九州各県の作付方針(生産の目安)は、各県の農業再生協議会等が作成したもの(大分県は面積のみ提示のため５中３平均単
収を乗除して算出)。

注２：（参考）８年産米の生産方針の生産量全国計は、米に関するマンスリーレポート（令和８年１月号）の８年産目安数量。
注３：主食用米の実生産量及び実作付面積は、大臣官房統計部が令和７(2025)年12月12日に公表した収穫量及び作付面積。

資料：農林水産省「水田における作付意向について」（令和８年産第３回中間的取組状況(令和８年６月末時点)）
注１：主食用米、戦略作物及び備蓄米の８年産意向(対前年実績)は、７年産実績と比較し、「赤色：増加傾向」(１％超増加)、

「黒色：前年並み」(増減１％以内)、「緑色：減少傾向」(１％超減少)で分類。
注２：加工用米、新市場開拓用米、米粉用米、飼料用米、WCS用稲の７年産実績は、取組計画の届出面積。麦・大豆の７年産実

績は、地方農政局等が都道府県農業再生協議会等に聞き取った面積(基幹作)。
注３：備蓄米は、７年産の入札を中止。

【令和７(2025)年産米の状況】

主食用米の生産については、平成30(2018)年産以降、行政による都道府県別の生産数量目
標等の配分は行わず、国が策定する米穀の需給見通し等の情報を踏まえつつ、農業者や集荷
業者・団体が中心となって、それぞれの県で自主的に作成した作付方針(生産の目安)に沿っ
て需要に応じた米生産に取り組んでいます。
主食用米の需要は、令和６(2024)年夏に生産量が需要量に対し不足し、米の価格が高騰。

令和７年産新米が本格的に出回り始めても価格は横ばいで推移したことで、政府備蓄米の放
出や主食用に流通するＳＢＳ米が輸入枠上限の10万ｔ輸入されたほか、2025年の民間貿易も
前年に比べて大幅に増加し、国内生産に影響を及ぼすことが懸念されています。
引き続き、都道府県別、地域別の作付意向の公表及び米に関するマンスリーレポート等な

どきめ細かな情報提供に努め、需要に応じた米生産を推進します。
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単位：㌧、ha

（参考）8年産米の作付方針目安に対する作付状況主食用米作付方針（生産の目安）

作付面積生産量作付面積生産量実作付面積実生産量作付面積生産量県名

35,500174,300▲ 5002,40034,500173,90035,000171,500福岡

25,848133,818▲ 1,407▲ 2,30423,700128,00025,107130,304佐賀

12,26959,502▲ 2,325▲ 9,6599,46047,50011,78557,159長崎

31,838163,3291,80013,08731,900167,50030,100154,413熊本

18,34090,2331,54010,67418,90097,30017,36086,626大分

12,90063,200▲ 300▲ 1,10013,50066,40013,80067,500宮崎

18,58089,000▲ 1,000▲ 3,20017,60086,80018,60090,000鹿児島

155,275773,382▲ 2,1929,898149,560767,400151,752757,502九州

―7,250,548――1,367,0007,468,000―6,830,000全国

７年産

実績

８年産

意向

７年産

実績

８年産

意向

７年産

実績

８年産

意向

７年産

実績

８年産

意向

７年産

実績

８年産

意向

７年産

実績

８年産

意向

７年産

実績

８年産

意向

福岡 34.5 35.2 ↗ 0.0 0.0 0.2 0.2 0.0 - 0.2 0.3 0.9 0.6 2.0 1.8 1.2 0.9 6.7 6.2

佐賀 23.7 24.5 ↗ - 0.1 0.3 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 0.3 1.8 1.5 0.2 0.2 6.3 5.7

長崎 9.5 9.5 → - - 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 1.4 1.3 0.1 0.1 0.2 0.1

熊本 31.9 33.1 ↗ - 0.2 0.3 0.2 0.0 0.0 0.1 0.1 0.6 0.4 8.2 7.1 0.6 0.6 1.7 1.5

大分 18.9 19.2 ↗ 0.0 0.0 0.1 0.1 0.0 0.0 0.1 0.2 1.0 0.7 2.3 2.0 0.6 0.6 0.8 0.7

宮崎 13.5 14.3 ↗ - - 1.5 1.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.8 0.5 6.8 6.2 0.0 0.0 0.2 0.2

鹿児島 17.6 18.0 ↗ - - 0.9 0.9 - - 0.0 0.0 0.3 0.2 3.4 3.0 0.1 0.1 0.2 0.2

県名

戦略作物備蓄米

７年産

実績

加工用米
新市場開拓

用米
（輸出用米等）

米粉用米
８年産

意向

飼料用米
ＷＣＳ用稲
(稲発酵粗飼料用

稲)

麦 大 豆
対前年

実績

（千ha）

主食用米

６年産

実績

８年産

意向



産業 － 米粉 －
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【米粉の普及拡大の取組】

米粉用米の全国生産量は、平成29(2017)年度までは、２万ｔ程度で推移していましたが、令
和４(2022)年度には４．６万ｔまで増加、その後は減少傾向で推移し、令和７(2025)年度は１．
９万ｔまで減少しています。九州の生産量は、平成29(2017)年度の2,082ｔから、令和４
(2022)年度の4,284ｔをピークに、その後は減少傾向で推移し、令和７(2025)年度は1,956ｔま
で減少しています。
農林水産省では、国内で唯一自給可能な穀物である米を原料とした米粉の活用を重要な課題

と位置づけ、米粉の利用拡大に向けた取組を支援するため、令和６年度補正予算にて米粉需要
創出・利用促進対策事業を実施し、九州では、米粉商品開発等支援対策事業に11事業者が採択
され、米粉・米粉製品の製造・増産に取り組んでいます。
加えて、農林水産省では、米粉に適した品種の開発・普及等を行うとともに、需要に応じた

米粉用米の生産拡大が必要不可欠なことから、水田活用の直接支払交付金を継続して措置し、
米粉用米を生産する農業者を支援しています。
九州農政局では、米粉用米の生産拡大、米粉商品の開発及び米粉の需要拡大を後押しするた

め、生産から加工・販売までの関係者を対象とした「米粉利用拡大セミナー」を開催しました。

【米粉利用拡大セミナー「新たな米粉商品の魅力を世界へ」開催】

令和８(2026)年２月20日に、熊本地方合同庁舎において、九州の生産者や製粉業
者及び食品加工業者、行政関係者など約70名が参加した米粉利用拡大セミナーを開
催しました。
セミナーでは、米粉を利用した米粉麺の商品開発の取組みとして福豊興産コンサ

ルティング株式会社の村田様から事例を発表いただき、また、食品輸出の留意点に
ついて独立行政法人日本貿易振興機構（JETRO）の新井様にも講演いただきまし
た。
また、原料や商品等を紹介するブースの設置も併せて行い、ブースでは関係者間

のマッチングを図りました。
参加者からのアンケート結果では、「新たなマッチングへつながった」、「グル

テンフリー食品の製造については製造・販売業者から米粉に関するセミナーや展示
会を増やしてほしい」、「会場で米粉の商品を購入できれば、職場等で周知でき
る」などの回答がありました。
今後も、米粉利用拡大セミナー等を通じて、米粉利用について学ぶ機会を提供し

ていきます。

セミナー会場 米 粉（熊本製粉） 米粉を使用した製品（こめとら）

出展ブース オクラと米粉のパン・麺 ㈱エール） 米麺（糀⁻こめのはな）



産業 － 水田農業における高収益作物の導入 －

【九州で令和７(2025)年度までに75産地が創設】

水田農業においては、主食用米の需要量が毎年10万ｔ程度減少すると見込まれる中、
水田における高収益作物の導入を進め、農業所得を向上させていくことが重要です。
このため、九州農政局では基盤整備を担当する農村振興部、生産振興を担当する生

産部が連携し、県ごと、地域ごとに意見交換を行い、地域の意見・要望を踏まえた産
地計画作りに向けた助言や支援策の提示等の取組を進めてきました。
その結果、九州では、令和７(2025)年度に２産地増加し合計で75産地が創設され、

全県において水田における野菜、果樹及び花き等の高収益作物への転換が拡大してい
ます。

８

25

６

26

化

九州における水田農業高収益作物化推進計画の策定状況

（※数字は産地数）

品目産地数市町村

秋ばれいしょ、ブロッコリー、
かぼちゃ、たまねぎ

４平戸市
（向月）

ブロッコリー、たまねぎ２平戸市
（大野）

たまねぎ、かぼちゃ、ブロッ
コリー、アスパラガス

４壱岐市

ブロッコリー、かぼちゃ、た
まねぎ、レタス

４五島市

ブロッコリー、ばれいしょ、
たまねぎ

３雲仙市
（守山）

ブロッコリー、たまねぎ、ほ
うれんそう

３雲仙市
（山田）

トマト１南島原市
（南有馬）

トマト１南島原市
（北有馬）

ブロッコリー１西海市

キャベツ、ブロッコリー、ば
れいしょ

３波佐見町

＜長崎県＞

品目産地数市町村

アスパラガ
ス

１朝倉市
筑前町

ゆり１筑後市

コケ１上毛町

子実用とう
もろこし

１那珂川市

ほうれんそ
う

１行橋市

子実用とう
もろこし

１鞍手町

子実用とう
もろこし

１小竹町

子実用とう
もろこし

１築上町

＜福岡県＞

品目産地数市町村

キク、いちご、
ぶどう、大葉

4大分市

キウイフルー
ツ

１臼杵市

レモン、栗、
枝豆、ほうれ
んそう、キウ
イフルーツ

５佐伯市

梨、梅２日田市

白ねぎ

いちご

２豊後高
田市

アスパラガス１中津市

梨、キウィフ
ルーツ

２由布市

白ねぎ１宇佐市

柿、栗（３）、
カボス

５豊後大
野市

小ねぎ１国東市

いちご１杵築市

＜大分県＞

品目産地数市町村

ミニトマト１嘉島町

ナス１熊本市

イチゴ１玉名市

トマト、アスパラガス、
ブロッコリー

３八代市

品目産地数市町村

ミシマサイコ、葉ねぎ２日置市

さつまいも、さといも、
キャベツ、たまねぎ

４曽於市

＜鹿児島県＞

６

産地数：75
（令和８(2026)年３月末時点）

１

品目産地数市町村

へべす１日向市

＜宮崎県＞

品目産地数市町村

みかん１江北町

みかん１佐賀市

きゅうり１佐賀市
小城市
多久市

＜佐賀県＞

３

＜熊本県＞
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産業 － 花きの消費拡大 －

【「2027年国際園芸博覧会（GREEN×EXPO 2027）」機運醸成の取組】

令和９(2027)年3月19日から9月26日まで、神奈川県横浜市において、我が国では37年ぶりと
なる最上位クラスの「 2027年国際園芸博覧会（GREEN×EXPO 2027）」が開催されます。

本博覧会のテーマは 「幸せを創る明日の風景（Scenery of the Future for Happiness）」であ
り、改めて植物の自然資本財としての多様な価値を再認識し、持続可能な未来と誰もが取り残
されない社会の形成に活用するとともに、自然との共生や幸福感を、新たな明日の風景として
可視化していくことを目指して開催されます。

このプログラムは、花と緑のあふれる暮らしの実現、気候変動対策や生物多様性の確保など
の社会的な課題解決等への貢献を目指し、GREEN×EXPO 2027と連携して、花・ 緑・食・農
など「みどり（GREEN）」に関する施策を進めていく取組です。登録すると「ロゴマーク」
をイベントのチラシ等に入
れることができます。

令和７年度、九州管内で
は、九州花き振興協議会を
始め、佐賀県花づくり推進
協議会、長崎県花き振興協
議会、鹿児島県花き振興会
がこのプログラムに登録し
ました。

令和６(2024)年の九州花きの産出額は、全国の19.7％を占めております。また、切り花の出
荷数量は、福岡県第４位、鹿児島県第８位、長崎県第10位と国内有数の花きの産地です。

九州農政局としては本博覧会の開催は、花や緑の魅力をはじめ食や農そしてグリーン技術を
発信する絶好の契機となることから、「GREEN×EXPO 2027」の機運醸成を図るため、令和
７年(2025)年度に「まふすぽ九州」（MAFF×EXPO 2027九州チーム）を立ち上げており、周
知活動を始めています。

いよいよ開催まで１年を切りました。今後も生産者団体・卸市場団体・生花商団体・行政機
関と連携を図りながら、各種イベント等での周知活動や花き産地の情報収集及び、SNS等を活
用した情報発信などを行い機運醸成に取り組みます。

【「第50回JA植木まつり」での周知活動】

九州管内の有数な植木イベントである「JA植木ま
つり」において、熊本県及びくまモン隊と協力して
熊本県産の花きと「GREEN×EXPO 2027」のPR
（GREEN×EXPO 2027～400日きったよ！）を行い
ました。会場には、多くの親子連れをはじめとする
幅広い層が参加。チラシとブルーミングリングを配
布し、リングをはめてトゥンクポーズで写真を撮影
してもらい、SNSへの投稿を呼び掛けました。

【 GREEN×EXPO 2027 全国連携プログラム】

トゥンクポーズで撮影
（©2010熊本県くまモン〔2026.2.21〕）

フラワーフェスタinかごしま2026
（鹿児島県花き振興会）

さがフラワーフェスティバル
（佐賀県花づくり推進協議会）

長崎県花き品評会
（長崎県花き振興協議会）
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肉用牛繁殖経営で生産された子牛の共同育成施設
（キャトルステーション）

酪農経営の労働負担軽減を図る餌寄せロボット

令和７(2025)年度
九州における畜産クラスター協議会の対象畜種の割合

九州における畜産クラスター協議会の設立数

産業 － 肉用牛・酪農の生産基盤の維持・強化 －

【肉用牛・酪農の収益力向上に向けた取組】

＊ 畜産農家と地域の畜産関係者（コントラクター等の支援組織、流通加工業者、農業団体、行政等）が、 ぶどうの房（クラスター）
のように一体的に結集することで、地域全体で畜産の収益向上を図る取組。

7.6%

23.5%

16.7%

15.6%

12.6%

8.4%

6.8%

7.4%

1.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

酪農

肉用牛（繁殖）

肉用牛（肥育）

肉用牛（一貫）

養豚

肉用鶏

採卵鶏

飼料作物

その他

近年、高齢化・後継者不足等により畜産農家戸数が減少している中、国内外で高まる牛肉・
牛乳乳製品のニーズに対応した生産体制の構築が課題となっています。
このような状況を踏まえ、国産飼料の生産・利用の拡大による飼料自給率の向上、畜舎の整

備や省力化に資する先端技術の導入等による生産コストの削減など、肉用牛・酪農の収益力向
上が重要となっています。
九州農政局では、国産飼料増産対策や畜産クラスター*の取組等を推進しています。
畜産クラスター関連事業については、平成26(2014)年度より開始され、肉用牛、酪農等の生

産基盤の維持・強化を図るため、各地域において積極的に取組を行っており、令和７(2025)年
度の畜産クラスター協議会数は九州全体で213箇所に及ぶなど取組の重要性が浸透していると
ころです。
今後とも、畜産クラスターの取組の推進等を通じ、地域の関係者の連携、それに対する国の

支援を進めることにより、生産効率の改善や生産コスト低減等による体質強化を図っていくこ
ととしています。
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産業 － スマート農業の推進 －

【スマート農業技術活用促進法】

農業者の減少下において生産水準が維持できる生産性の高い食料供給を確立するためには、
農作業の効率化に資するスマート農業技術の活用と併せて、生産方式の転換を進めるとともに、
スマート農業技術の開発・普及を図ることで、スマート農業の活用を促進することが重要です。

スマート農業技術の活用を促進して生産性向上を図ることを目的として、「農業の生産性の
向上のためのスマート農業技術の活用の促進に関する法律（スマート農業技術活用促進法）」
が令和６(2024)年10月に施行されました。

本法律は、①生産方式革新実施計画、②開発供給実施計画の2つの認定制度を設けています。
生産方式革新実施計画の認定を受けた農業者はさまざまな支援措置を受けることができ、令和
7(2025)年度の管内の認定件数は9件（令和6(2024)年10月からの累計は13件）となっています。

また、九州農政局では、生産者や試験研究機関、行政等の関係者を参集した「九州スマート
農業技術情報連絡会議」を開催しており、これら法律に係る政策の発信や現場での実証・取組
事例の情報交換等により、スマート農業技術の現場実装の加速化を推進しています。

【九州スマート農業技術情報連絡会議の主な取組】

〇「令和７年度九州スマート農業技術情報連絡会議」開催
第１回連絡会議を令和７(2025)年７月9日（水）にWeb会議方式により開催。スマート農業技術

の取組事例や九州地域各県からのスマート農業の現場実装に向けた取組の発表、意見交換等を実施。

〇「第２回令和７年度九州スマート農業技術情報連絡会議」開催
第２回連絡会議を令和７(2025)年10月29日（水）にWeb会議方式により開催。農業機械メーカー

等による最新のスマート農業技術の紹介が行われ、スマート農業技術を使う側と提供する側の情報
交流を実施。

〇スマート農業関連のイベント開催
令和７(2025)年12月11日（木）、12日（金）に「スマート農業推進フォーラム2025 in 九州」を

熊本県熊本市及び合志市で開催。スマート農業技術の開発状況や生産現場における取組事例の紹介、
スマート農機の展示・実演を実施。
※法律及びフォーラムの概要はHPに掲載しております（https://www.maff.go.jp/kyusyu/seisan/gizyutu/smart.html）。

スマート農業技術活用促進法の概要
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九州

10.8％

89.2％

7,605億円

(100％)

産業 － 経営所得安定対策等 －

【生産農業所得に占める経営所得安定対策等交付金の割合は10.8％ 】

経営所得安定対策では、担い手農家の経営の安定に資するよう、麦、大豆、そば、なたね等
の畑作物について、諸外国との生産条件の格差から生ずる価格の不利を補填する「畑作物の直
接支払交付金(ゲタ対策)」と、農業経営のセーフティネットとして、当年産の収入が減少した
場合に、その減少額を補てんする「米・畑作物の収入減少影響緩和交付金(ナラシ対策)」、さ
らに、麦、大豆、米粉用米等の戦略作物の本作化や水田の畑地化を推進する「水田活用の直接
支払交付金」を措置しています。
九州における令和６(2024)年度の経営所得安定対策等交付金の交付額は、820億円(畑作物の

直接支払交付金221億円、水田活用の直接支払交付金597億円)で、全国に占める割合は17.5％
となっています。
生産農業所得のうち経営所得安定対策等交付金の割合は、九州で10.8％、麦、大豆の作付が

多い佐賀県では25.4％、福岡県では19.0％となっています。

生産農業所得のうち経営所得安定対策等交付金の割合(令和６(2024)年度)

畑作物の直接支払及び
水田活用の直接支払
交付金

畑作物の直接支払及び
水田活用の直接支払
交付金

畑作物の直接支払及び
水田活用の直接支払
交付金

資料：農林水産省「令和６年度の経営所得安定対策等の支払実績(令和７年９月30日）
農林水産省「生産農業所得統計」（令和７年12月23日）

【九州】 【北海道】 【都府県】

25.0%

75.0％

北海道

6,242億円

(100％)

9.0％

91.0％

都府県

34,690億円

(100％)

単位：億円、％

支払金額
の割合

交付金の
割合

交付金の
割合

4,679 100.0% 1,923 100.0% 2,747 100.0% 40,932 11.4%

1,563 33.4% 1,200 62.4% 357 13.0% 6,242 25.0%

3,116 66.6% 723 37.6% 2,390 87.0% 34,690 9.0%

820 17.5% 221 11.5% 597 21.7% 7,605 10.8%

福 岡 202 4.3% 90 4.7% 111 4.0% 1,064 19.0%

佐 賀 171 3.7% 80 4.2% 91 3.3% 672 25.4%

長 崎 34 0.7% 5 0.3% 28 1.0% 637 5.3%

熊 本 166 3.6% 25 1.3% 141 5.1% 1,744 9.5%

大 分 76 1.6% 16 0.8% 60 2.2% 630 12.1%

宮 崎 104 2.2% 1 0.0% 103 3.7% 1,235 8.4%

鹿 児 島 67 1.4% 3 0.2% 63 2.3% 1,623 4.1%

注:１　四捨五入により合計値と内訳が一致しない場合がある。

　 ２　都府県の値は、都道府県別の公表値を積算して算出した。

　 ３　支払金額には、収入減少影響緩和交付金を加え積算して算出した。

生産農業所得に

占める経営所得

安定対策等交付

金の割合

全 国

北 海 道

都 府 県

九 州

区　分 支払金額
畑作物の直接
支払交付金

水田活用の直
接支払交付金

生産農業所得
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産業 － 地域資源活用価値創出 －

【農山漁村から広がる新たな価値創出】

これまで農林水産省では、農林水産物の付加価値を高め、農林漁業者の所得向上に資する重
要な取組の１つとして、農林漁業の６次産業化の推進に取り組んできました。
また、令和４(2022)年度からは、この６次産業化を発展させて、地域の文化・歴史や森林、

景観など農林水産物以外の多様な地域資源を活用し、農林漁業者はもちろん、地元の企業など
も含めた多様な主体の参画によって付加価値を創出していく「農山漁村発イノベーション」の
取組を支援してきました。
令和７(2025)年度からは、「地域資源活用価値創出」と題し、農山漁村における所得の向上

と雇用機会の確保を図るため、事業者等の経営改善に向けた専門家派遣、農林水産物や農林水
産業に関わる多様な地域資源を活用した新商品の開発等の取組を支援していくこととしていま
す。

【総合化事業計画の認定】

森林

九州農政局において、「六次産業
化・地産地消法」に基づき総合化事
業計画の認定（いわゆる６次産業化
認定）を行った件数は、471件(令和
８(2026)年３月末)で全国の17.8％を
占め、ブロック別では最も多い認定
件数となっています。県別にみると
宮崎県が全国第３位となっており、
全国的に見ても九州は６次産業化の
取り組みが進んだ地域となっていま
す。

認定件数

（令和８(2026)年３月末日現在）

計都道府県 水産物
関係

林産物
関係

農畜産物
関係

737282福岡県

002525佐賀県

1022638長崎県

8107593熊本県

544554大分県

57101113宮崎県

1125366鹿児島県

4628397471九州計

1951042,3542,653全国
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産業 － みどりの食料システム戦略 －

【みどりの食料システム戦略の推進】

農林水産省では、我が国の食料・農林水産業が直面する生産者の減少・高齢化、地域コミュ
ニティの衰退、地球温暖化などの課題、また、SDGsや環境に対する国内外での関心の高まり
などに対応するため、令和３(2021)年５月に「みどりの食料システム戦略」を策定し「食料・
農林水産業の生産力向上と持続性の両立をイノベーションで実現」することを目指しています。
具体的には、同戦略では、2050年までに目指す姿として、
・農林水産業のCO2ゼロエミッション化の実現
・化学農薬の使用量（リスク換算）を50％低減
・輸入原料や化石燃料を原料とした化学肥料の使用量を30％低減
・耕地面積に占める有機農業の取組面積の割合を25％に拡大
などの目標を掲げ、環境負荷低減の取組を進めています。
また、令和４(2022)年に制定された「環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境

負荷低減事業活動の促進等に関する法律（みどりの食料システム法）」では、環境負荷低減に
取り組む生産者を対象とした環境負荷低減事業活動実施計画及び特定環境負荷低減事業活動実
施計画並びに環境負荷低減に資する研究開発や機械・資材の販売等を行う事業者を対象とした
基盤確立事業実施計画を認定する制度を設け、認定を受けた者に対しては、低利融資、税制優
遇及び補助事業の採択における優遇などの支援措置を講じています。
九州農政局管内でのみどりの食料システム法に基づく認定状況（令和８(2026)年５月末時

点）は、生産者で4,282経営体、事業者で12事業者が認定を受けており、管内各地において環
境負荷低減の取組が進められています。
また、九州農政局では、みどりの食料システム戦略の理解促進のための取組も行っており、

学生への講義や消費者向けのイベントなどを実施しています。

水田除草機

（株）オーレック
（福岡県広川町）

（株）天神製作所
（宮崎県都城市）

松元機工（株）
（鹿児島県南九州市）

三州産業（株）
（鹿児島県鹿児島市）

藤樹運搬機工業（株）
（福岡県久留米市）

（株）FTH
（鹿児島県鹿児島市）

JA鹿児島県経済連
（鹿児島県鹿児島市）

(有)そおリサイクルセンター
（鹿児島県大崎町）

大栄工業（株）
（佐賀県みやき町）

スクミリンゴカイ（ジャンボタニシ）
捕獲機及び誘引剤

（株）筑水キャニコム
（福岡県うきは市）

大分県農業協同組合
（大分県杵築市）

(株)西部技研
（福岡県古賀市）

【九州農政局管内の基盤確立事業実施計画の認定事業者】

基腐病用蒸熱処理装置 堆肥自動撹拌機等 ラジコン草刈機

堆肥自動撹拌機 蒸熱処理装置
省エネ型温度管理等により
生産されたハウスみかん ペレット堆肥

乗用型茶園防除機 ペレット堆肥 化石燃料を使用しない
Co2施用機

【みどりの食料システム戦略の理解増進】

環境にやさしい農産物の販売会 講演会の実施 大学での出前授業 イベントでのPR46



産業 －農業生産工程管理（ＧＡＰ） －

【国際水準ＧＡＰの推進】

GAP（Good Agricultural Practices：農業生産工程管理）は、農業生産の各工程の実施、記録、
点検及び評価を行うことによる持続的な改善活動であり、その導入によって、農業経営の改善
や効率化につながることから、食品の安全性向上、環境の保全、労働安全の確保、人権保護、
農場経営管理を含む国際水準GAPを推進しています。

農林水産省では、令和４(2022)年３月に「我が国における国際水準GAPの推進方策」を策定
するとともに、国際水準GAPを広く理解し、実践してもらうことができるよう、共通の取組基
準として「国際水準GAPガイドライン」を策定し、国際水準GAPの普及を推進しています。

農政局では、①補助事業を通じたGAP指導員による指導活動等の支援及び輸出に向けた認証
取得の推進、②GAP認証農産物を取り扱う意向を有している実需者の「GAPパートナー」への
登録拡大、③九州のＧＡＰ取組事例の紹介などの取組を行っています。GAPパートナーは全国
72社、うち九州23社となっています（令和８(2026)年３月末現在）。

「九州のGAP取組事例」
http://www.maff.go.jp/kyusyu/seiryuu/gap/gap_torikumi.html

化

※各GAPパートナーの紹介は農林水産省ホームページ「Goodな農業！GAP-info」に掲載しています。
https://www.maff.go.jp/j/seisan/gizyutu/gap/gap-info.html

農林水産省では、「食品安全」、「環境保全」、「労働安全」、「人権保護」、「農場経営
管理」の５分野を含むＧＡＰを国際水準GAPと呼称しています。

GAP（Good Agricultural Practices：農業生産工程管理）

九州のGAPパートナー23社（令和８(2026)年３月末現在)

（QRコード）
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【食料システム法の背景】

産業 ー 食料システム法の施行 ー

【食料システム法の成立】

令和８(2026)年４月１日に「食品等の持続的な供給を実現するための食品等事業者による事
業活動の促進及び食品等の取引の適正化に関する法律（食料システム法）」が全面施行されま
した。
農林水産省では、この法律に基づき、（１）合理的な費用を考慮した価格形成と（２）食品

産業の持続的な発展に向けた施策を一体的に推進し、食料の持続的な供給ができる食料システ
ムを確立します。
なお、九州農政局では、取引の適正化を目的とし、九州の事業者を対象に取引状況等のヒア

リング調査を実施しました。また、食料システム法における計画認定制度について、全国で54
件の計画が認定されており、うち、九州農政局では２件の計画を認定しています（令和８
(2026)年３月末時点）。

近年、農業の資材費や食品の原材料費等が高止まりし、食料の持続的な供給が困難に。

食料安全保障の確保を図る観点から、新たな「食料システム法」を制定。

持続的な供給に要する費用を考慮した価格形成
を進め、コストを下回る価格での取引を抑止

国産原材料の活用や環境負荷の抑制等に取り組
む食品産業の事業者への支援

食料システム法の第１の柱
〜合理的な費用を考慮した価格形成〜

食料システム法の第２の柱
〜食品産業の持続的な発展〜

合理的な費用を考慮した価格形成の実現 食品の付加価値の向上

消費者の理解を得ながら、食料システム全体で食料の持続的な供給を実現。

【食料システム法のポイント】

合理的な費用を考慮した価格形成

① 食料全般の取引を対象として、取引の適正
化に係る努力義務が課されます。

② 努力義務に対応した行動規範として、農林
水産大臣が判断基準を定め、これに基づき、
大臣による指導・助言等の措置が講じられ
ます。

③ 農林水産大臣が指定した品目について、大
臣が認定した団体がコスト指標を作成しま
す。

④ こうした措置により、食品等の取引におい
て費用の考慮を促し、コスト割れを抑止し
ます。

食品産業の持続的な発展

① 食品産業の事業者が、生産者との安定的な
取引関係の確立などの取組を行う計画を作
成し、農林水産大臣の認定を受けた場合、
各種支援・特例措置を受けることが可能で
す。

② こうした支援措置により、事業者の取組を
後押しし、食品産業の持続的な発展を図り
ます。
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産業 － 農産物・食品流通の合理化 －

【農産物物流の効率化への取り組み】

農林水産省では物資の流通の効率化に関する法律に加え、製造委託等に係る中小受託
事業者に対する代金の支払の遅延等の防止に関する法律及び貨物自動車運送事業法改正、
また「2030年度に向けた総合物流施策大綱」も踏まえ、物流効率化を喫緊の課題と捉え、
①パレット標準化、②デジタル化、③商慣習の見直し、④モーダルシフト・中継物流の
取り組みを継続して行ってきました。
引き続き、農林水産品・食品の物流に関する官民合同タスクフォース等を通じて、現

場との繋がりを強化し、物流効率化や補助事業の周知・執行の中で、指導・支援・事例
の発信を行っていき、農産物物流の更なる効率化を推進していきます。

①パレット標準化
④モーダルシフト・

中継輸送
③商慣習の見直し

積載効率の向上等、荷待ち・荷役時間の短縮、トラックドライバーの
長距離輸送削減による輸送能力の確保

②デジタル化

物理的阻害要因
への対応

○2025年度～2030年度の重点取組事項

○九州での主な取組事例

パレット標準化 デジタル化

最適化・省力化に
必要な情報の整備

発着連携の進化 物理的阻害要因
への対応

・デコポンのパレット輸送
（JA熊本果実連）

JA全農えひめと11パレット輸送に対応する段
ボール規格を開発し、令和７(2025)年産出荷分
のデコポン（不知火）から新規格での出荷を開
始。11パレットの使用により、荷役時間や荷
待ち時間を短縮可能。

パレット出荷されるデコポン

・nimaruJAを活用した作業効率化
（JA全農ふくれん）

JA全農ふくれんでは、18JAのうち2JA（福岡く
るめ、福岡大城）がnimaruJAを導入。
JA福岡大城では、イチゴの出荷作業nimaruJA
を活用。JA担当者による入力作業の手間が省
けることや労働時間の削減にも繋がり、作業
の効率化を実現。また、市場への送り状を電
子化した。
今後、福岡県内JAの導入に向けて協議を進め
ている。

生産者 JA

荷受
データ連携

＊2 11パレットとは、日本の物流業界で最も一般的に使用されている標準パレット。
＊3 nimaruJAとは、生産者やJA、市場（卸売会社）など農産物の取引を行う事業者間の間で集出荷データ連携が可能なデータプラット

フォーム。

＊1 農林水産品・食品の物流に関する官民合同タスクフォースとは、令和６（2024）年１月にスタートした農林水産品・食品の物流
を効率化し、現場の負担を減らすために、官民が連携して対策を検討・共有することを目的としたチーム

出荷（送り状）
データ連携

市場

＊1

＊3

＊2
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産業 － 知的財産の活用 －

【九州の地理的表示(GI)】

地理的表示(GI)保護制度とは、地域の中で長年育まれてきた品質・社会的評価
等の特性を有する産品の名称を地域の知的財産として保護する制度です。
GI保護制度に登録されると、国内において模倣品が排除されるほか、認知度の

向上による取引拡大などの効果が期待でき、また、外国との相互保護や模倣品対策により、海外
においても保護され、輸出促進にもつながります。なお、日EU・日英経済連携協定に基づき、
日本のGI産品がEU域内(107産品)及び英国(108産品)で保護されています。
国内167産品、九州では29産品が登録されています。

ジーアイ

九州のGI登録産品(29産品)〔令和８(2026)年３月31日現在〕

覆い香といわれる香

りがあり、濃厚でう

ま味が強く、まろや

かでこくがある。

肉質は食味が良く、

程良い弾力があり、

福岡県の郷土料理に

良く合う。

美しい赤紫色をして

おり、肉質は緻密で

糖度が高い。

対馬在来のそばで、

そばの原種に近く、

食味・風味に優れて

いる。

艶やかな琥珀色で濃

厚な旨味と香りを持

ち、贈答品等に高い

需要がある。

伝統的な「泥染め」

製法により光沢や色

調を整えた良質ない

ぐさ。

長さを揃えて製織す

ることにより、色合

いや品種特性が統一

された高品質な畳

表。

適度な脂肪交雑で、

赤身のあっさりとし

た味わいと柔らかさ

がある。

肌が白く、曲がりが

少ないという外観

と、柔らかくあくが

少ない。

銀白色の美しい外観

で肉付きが良く、脂

が程良く乗る割に白

身魚の旨みもある。

柑橘系の爽やかな香

りが強く、ほどよい

甘みと爽やかな酸

味。

色艶の良い外観とみ

ずみずしく辛みの少

ない食味。

糖度が8度以上あり、

肉厚で甘みが強く、

希少性が高い。

甘みの強さや栗本来

の風味や香り等は、

パティシエ等から高

い評価。

花茎一本ずつ異なる

曲がりの形状で、独

創的な表現を求めら

れる生け花やアレン

ジメントで重宝され

る。

伝統手延べ素麺。の

どごしがよく、しっ

かりとした強いコシ

のある食感。

その独自の風合いは

人気が高く、使うほ

どに艶が出て味わい

が増す。

極上な肉質ときめ細

やかなサシを持ち、

口に含むとほのかな

甘みと芳醇な香り。

快いもろさのあるホ

クホクとした食感と

上品な甘さと鮮やか

紅色。

表皮に赤紫色の糸を

巻きつけたような横

条線が入り、肉質柔

らかく煮物向き。

屋外で長期熟成する

ことで、特有の香り

とまろやかな酸味が

生まれる。

果肉は柔らかく多汁

で、甘さと酸味のバ

ランスがとれてい

る。

果汁は豊富で柔らか

な酸味があり、ライ

ムにも似た独特の香

り。

肉質はきめ細かく柔

らか、霜降りのバラ

ンスが良く、とろけ

るような食感。

ほのかな香りを持つ

純白の花色で、冠婚

葬祭に向くと高く評

価。

加熱した時のねっと

りとした食感と蜜が

出るほどの甘さ。

出荷時の秀品率が高

く、その品質の高さ

から冠婚葬祭等で重

宝されている。

300年以上の歴史を

もつ伝統食品。贈答

用から家庭用まで幅

広い需要があり、日

本一の生産量を誇

る。

上品な香味と深いコ

クをもつ最高級品

「本枯本節」の生産

量は、全国の本枯本

節の7割以上を占め

る。

No.148 種子島ﾚｻﾞｰﾘｰﾌﾌｧﾝ No.168 枕崎鰹節

No.169 指宿鰹節

大分県（１産品）

No.22 くにさき七島藺表 No.55  宮崎牛 No.64  ヤマダイかんしょ

No.7 鹿児島の壺造り黒酢 No.46  桜島小みかん No.57 辺塚だいだい No.58 鹿児島黒牛

No.102 えらぶゆり No.115 種子島安納いも

No.173  米良糸巻大根

鹿児島県（９産品）

No.111 くまもと塩トマト No.151 やまえ栗 No.158　くまもと踊る丹頂 No.174　南関素麺 

宮崎県（３産品）

No.74 菊池水田ごぼう No.88 田浦銀太刀 No.94 八代特産晩白柚 No.95 八代生姜

福岡県（２産品） 佐賀県（１産品） 長崎県（２産品）

No.5 八女伝統本玉露 No.117 はかた地どり No.121 女山大根 No.61  対州そば

熊本県（11産品）

No.132　長崎からすみ  No.8 くまもと県産い草 No.9 くまもと県産い草畳表 No.67 くまもとあか牛
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産業 － 卸売市場の役割 －

【卸売市場の役割】
卸売市場は、野菜、果物、魚、肉など日々の食卓に欠かすことのできない生鮮食料品等を国民
に円滑かつ 安定的に供給するための基幹的なインフラであり、多種・大量の物品の効率的かつ
継続的な集分荷、公正で 透明性の高い価格形成などの重要な機能を有しており、 青果の５割強
、水産物の５割弱が卸売市場を経由しています（国産青果物に限定すれば約８割が経由）。

参考【九州の中央卸売市場の取扱数量・取扱高】

〇北九州市中央卸売市場(令和６(2024)年12月末現在)
青果 109,774ﾄﾝ 346億79百万円

〇福岡市中央卸売市場
(青果は令和６(2024)年12月末、水産・食肉は

令和７(2025)年３月末現在)
青果 307,940ﾄﾝ 807億04百万円
水産 62,788ﾄﾝ 495億86百万円
食肉 25,070ﾄﾝ 307億11百万円

〇久留米市中央卸売市場(令和６(2024)年３月末現在)
青果 24,930ﾄﾝ 66億49百万円

〇長崎市中央卸売市場(令和７(2025)年３月末現在)
青果 53,783ﾄﾝ 176億38百万円

〇宮崎市中央卸売市場(令和７(2025)年３月末現在)
青果 85,843ﾄﾝ 309億74百万円

〇鹿児島市中央卸売市場(令和６(2024)年12月末現在)
青果 153,807ﾄﾝ 400億18百万円
水産 18,100ﾄﾝ 156億03百万円

（中央市場の市場数及び卸売業者数のデータは令和６(2024)年度末時点、中央市場の他の
業者数及び地方市場のデータは令和５(2023)年度末時点）

【中央卸売市場と地方卸売市場】
中央卸売市場は、開設者が国（農林水産大臣）から認定を受けた卸売市場で、広域的な生鮮食

料品等流通の中核的な拠点であり、北海道から沖縄まで、令和７(2025)年３月末時点で、全国
64市場で開設されています。
地方卸売市場は、開設者が都道府県から認定を受けた卸売市場で、令和６(2024)年３月末時

点で、全国909市場で開設されています。
九州の中央卸売市場は、令和７(2025)年３月末時点で、６市場が開設され、九州の地方卸売

市場は、令和７(2025)年３月末時点で、178市場が開設されています。

参考【卸売市場の一日】

(福岡市中央卸売市場 鮮魚市場)

(１)入荷(前日搬出後から当日深夜)

(２)下見(せり開始前) (３)せり(午前３時から)

(４)搬出(午前４時頃から)

搬入水揚げ

下見
せり

搬出せり

画像出典：福岡市農林水産局中央卸売市場鮮魚市場提供

✽ 取扱数量・取扱高については、各市場ＨＰ掲載の統計資料
を基に九州農政局で作成

※
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